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あげ､詳しく紹介した｡
第4章では､企業不祥事の再発防止とは何かと
その必要性について論じた｡その後､一般的な再
発防止策について検討した上で､個別企業におけ
る具体的な再発防止策を取り上げ､その限界につ
いて論じた｡
本章では､企業不祥事が起こった後に原因を分
析して､同じ過ちまたは似ている過ちを二度と繰
り返さないために対応処置を実施することで､健
全な事業活動をしていく企業づくりを再発防止と
位置付け､再発のもたらす企業経営への深刻な影
響を指摘して再発防止の必要性を論じた｡
企業不祥事の一般的な再発防止策として､コン
プライアンスについての取り組みを論じた｡その
上で､再発を生じさせてしまった企業である､三
菱自動車､雪印､日本ハムの再発防止策を検討し
て､なぜ再発防止策が有効に機能しなかったのか
その原因を分析すし､経営理念が十分に浸透して
いないことと､企業不祥事の原因が十分に把握さ
れていなかったことがポイントである点を指摘し
た｡
第5章では､これまでの検討を踏まえ､企業不
祥事の再発を防ぐためのいくつかの手法を提案す
ることを試みた｡まず､再発企業では経営理念が
徹底していなかったことを踏まえ､起業の原点に
帰って､社会における企業の存在意義と使命を表
わした経営理念を再認識し､それをしつこく発信
し続けて社内に浸透させることの重要性を論じた｡
次に､再発企業では､一般に企業不祥事の原因が
十分に把握されていなかったことを踏まえ､正確
な情報を迅速に把握するために､'社内に独立した
機関を設け､従業員からの申告を受け付けるよう
にすることの必要性を論じた｡最後に､企業不祥
事に関与した従業員しか知りえない情報を確実に
把握し､再発防止につなげるために､発覚前に自
主申告した場合に企業内での処分(懲戒解雇 ･降
格 ･減給等)を軽減する制度を採用することの必
要性と効果を論じた｡
第6章では､全体のまとめとして､企業は常に
危機を内包しており､それがいつ起こっても不思
議ではないこと､そして一度企業不祥事が起きた
時､社会から難しく非難されることを指摘した上
で､そのとき企業にできる最低限のことは企業不
祥事を再発させないことである点を論じた上で､
企業不祥事を起こしても有効な再発防止策を実行
して､二度と信用を失うことなしに､却ってより
強い企業を作っていくことが重要である点を指摘
した｡最後に､今後の研究課題を明らかにした上
で､本論文を締めくくった｡
